
東大阪市介護予防・日常生活支援総合事業実施要綱 

（趣旨）  

第１条 この要綱は、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」という。）第１１５条

の４５第１項に規定する介護予防・日常生活支援総合事業（以下「総合事業」という。）の実

施について、法、介護保険法施行令(平成１０年政令第４１２号)及び介護保険法施行規則（平

成１１年厚生省令第３６号。以下「省令」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定め

るものとする。  

（定義）  

第２条 この要綱において使用する用語は、この要綱において定めるもののほか、法、省令及び

介護予防・日常生活支援総合事業の適切かつ有効な実施を図るための指針（平成２７年厚生労

働省告示第１９６号）において使用する用語の例による。  

（事業の内容）  

第３条 市長は、総合事業として次に掲げる事業を行うものとする。  

(1) 介護予防・生活支援サービス事業 （第１号事業） 

ア 訪問型サービス （第１号訪問事業） 

(ア)訪問型介護予防サービス（地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するため

の関係法律の整備等に関する法律（平成２６年法律第８３号。以下｢整備法｣という。）

第５条の規定による改正前の法（以下「平成２６年改正前法」という。）第８条の２第

２項に規定する介護予防訪問介護（以下「旧介護予防訪問介護」という。）に相当する

サービスをいう。）  

(イ)訪問型生活援助サービス（（ア）を緩和した基準により実施するサービスをいう。）  

(ウ)訪問型助け合いサービス（住民ボランティア、地縁組織、ＮＰＯ法人等の団体（以下

「住民ボランティア等の団体」という。）が主体となって提供するサービスをいう。 

(エ)訪問型短期集中予防サービス（委託事業者が主体となって運動機能向上を目的とした

短期間で集中的に提供するサービスをいう。） 

イ 通所型サービス （第１号通所事業） 

(ア)通所型介護予防サービス（平成２６年改正前法第８条の２第７項に規定する介護予防

通所介護（以下「旧介護予防通所介護」という。）に相当するサービスをいう。） 

(イ)通所型短時間サービス（（ア）を緩和した基準により実施するサービスをいう。）  

(ウ)通所型つどいサービス（住民ボランティア等の団体が主体となって提供するサービス

をいう。）  

(エ)通所型短期集中予防サービス（委託事業者が主体となって運動機能向上を目的とした

短期間で集中的に提供するサービスをいう。） 



ウ 介護予防ケアマネジメント （第１号介護予防支援事業） 

（ア）介護予防ケアマネジメントＡ（介護予防支援に相当する介護予防ケアマネジメント

をいう。） 

（イ）介護予防ケアマネジメントＢ（（ア）を緩和した基準により実施する介護予防ケア

マネジメントであって、サービス担当者会議及びモニタリングを省略したものをい

う。） 

（ウ）介護予防ケアマネジメントＣ（（ア）を緩和した基準により実施する介護予防ケア

マネジメントであって、基本的に訪問型助け合いサービス及び通所型つどいサービスの

利用開始時にのみ行われるものをいう。） 

(2) 一般介護予防事業  

ア 介護予防把握事業  

イ 介護予防普及啓発事業  

ウ 地域介護予防活動支援事業  

エ 一般介護予防事業評価事業  

オ 地域リハビリテーション活動支援事業  

（総合事業の実施方法）  

第４条 総合事業の実施方法は、次のとおりとする。  

(1) 訪問型介護予防サービス 事業者指定による実施  

(2) 訪問型生活援助サービス 事業者指定による実施  

(3) 訪問型助け合いサービス 補助による実施  

(4) 訪問型短期集中予防サービス 委託による実施 

(5) 通所型介護予防サービス 事業者指定による実施  

(6) 通所型短時間サービス 事業者指定による実施  

(7) 通所型つどいサービス 補助による実施  

(8) 通所型短期集中予防サービス 委託による実施 

(9) 介護予防ケアマネジメント 委託による実施  

(10) 一般介護予防事業 直接又は委託による実施  

（総合事業の対象者）  

第５条 介護予防・生活支援サービス事業の対象者は、次の各号のいずれかに該当する者とす

る。  

(1) 居宅要支援被保険者  

(2) 事業対象者（介護保険法施行規則第１４０条の６２の４第２号の規定に基づき厚生労働

大臣が定める基準（平成２７年厚生労働省告示第１９７号）様式第１の質問項目に対する回

答の結果に基づき、同告示様式第２に掲げるいずれかの基準に該当する第１号被保険者をい



う。以下同じ。）  

(3) 継続利用要介護者（居宅要介護被保険者であって、要介護認定による介護給付に係る居宅

サービス、地域密着型サービス及び施設サービス並びにこれらに相当するサービス（以下この

号において「要介護認定によるサービス」という。）を受ける日以前に前２号のいずれかに該

当し、訪問型助け合いサービス及び通所型つどいサービス又はそのいずれかのサービスを受け

ていたもののうち、要介護認定によるサービスを受けた日以後も継続的に当該サービスを受け

るものをいう。以下同じ。） 

２ 一般介護予防事業の対象者は、第１号被保険者及びその支援のための活動に関わる者とす

る。  

（補助により実施するサービス） 

第６条 訪問型助け合いサービスは、住民ボランティア等の団体が、定期的に利用者の自宅を訪

問し、玄関先において声かけ、見守りその他総合事業の趣旨に鑑み必要と認められる活動を行

うことにより実施するものとする。 

２ 通所型つどいサービスは、住民ボランティア等の団体が、利用者が定期的に通所することが

できる場所を確保し、簡単な体操、趣味・創作・娯楽活動、簡単な健康チェックその他総合事

業の趣旨に鑑み必要と認められる活動を行うことにより実施するものとする。 

（指定サービス等に要する費用の額）  

第７条 訪問型介護予防サービス、訪問型生活援助サービス、通所型介護予防サービス及び通所

型短時間サービス（以下「指定サービス」という。）並びに介護予防ケアマネジメントに要す

る費用の額は、次の各号に掲げるサービスの区分に応じ、当該各号に定める額に別表の規定に

より算定した単位数を合計したものを乗じて得た額とする。 

(1) 訪問型介護予防サービス及び訪問型生活援助サービス １０．７０円 

(2) 通所型介護予防サービス及び通所型短時間サービス １０．４５円 

(3) 介護予防ケアマネジメント １０．７０円 

２ 前項の規定による費用の額を算定した場合において、その額に１円未満の端数があるとき

は、その端数金額は切り捨てるものとする。 

（指定サービスに係る第１号事業支給費の支給）  

第８条 市長は、第５条第１項各号に掲げる者が、指定サービスを利用したときは、第１号事業

支給費として、前条に定める費用の額に１００分の９０の割合を乗じた額に相当する額を利用

者に対し支給するものとする。  

２ 法第５９条の２第１項に規定する政令で定める額以上の所得を有する者にあっては、前項中

の「１００分の９０」を「１００分の８０」とする。 

３ 法第５９条の２第２項に規定する同条第１項に規定する政令で定める額を超える政令で定め

る額以上の所得を有する者にあたっては、第１項中の「１００分の９０」を「１００分の７



０」とする。 

（事業対象者に対する支給限度額）  

第９条 指定サービスを利用する事業対象者に対して前条の規定により支給される額の合計は、

第７条第１項第１号又は第２号に掲げる額に５，０３２単位を乗じて得た額の１００分の９０

に相当する額を超えることができない。  

２ 前項の規定にかかわらず、退院直後等で集中的に指定サービスを利用することが自立支援に

つながる場合等利用者の状態により、市長が必要と認める場合は、前条の規定により支給され

る額の合計は、第７条第１項第１号又は第２号に掲げる額に１０，５３１単位を乗じて得た額

の１００分の９０に相当する額を超えることができないこととすることができる。  

３ 法第５９条の２第１項に規定する政令で定める額以上の所得を有する者にあっては、前２項

中の「１００分の９０」を「１００分の８０」とする。 

４ 法第５９条の２第２項に規定する同条第１項に規定する政令で定める額を超える政令で定め

る額以上の所得を有する者にあたっては、第１項及び第２項中の「１００分の９０」を「１０

０分の７０」とする。 

（第１号事業支給費の額の特例）  

第１０条 市長は、災害その他の特別な事情により、次条第１項に規定する利用料を支払うこと

が困難である認めるときは、第１号事業支給費の額の特例を決定することができる。 

２ 第１号事業支給費の額の特例に関する基準及び手続きは、東大阪市介護保険条例施行規則

（平成１２年東大阪市規則第５１号）第１４条の規定を準用する。 

３ 法第６０条に規定する介護予防サービス費等の額の特例を受けている居宅要支援被保険者

は、第１号事業支給費の額の特例を決定されたものとみなす。 

（利用料） 

第１１条 指定サービスの利用者は、第７条に規定する費用の額から本市が支給する第１号事業

支給費の額を差し引いた額を負担しなければならない。 

２ 訪問型助け合いサービス及び通所型つどいサービスの利用者は、次に掲げる額を負担しなけ

ればならない。 

(1) 訪問型助け合いサービス １回２５円（月８回まで） 

(2) 通所型つどいサービス １回１００円（月８回まで） 

３ 訪問型短期集中予防サービス及び通所型短期集中予防サービスに係る利用料は、原則無料と

する。 

４ 介護予防ケアマネジメントに係る利用料は、無料とする。 

（高額介護予防サービス費相当事業）  

第１２条 市長は、指定事業者による事業の利用により生じた利用者負担額が著しく高額である

ときは、法第６１条に規定する高額介護予防サービス費に相当する額を支給することができ



る。  

２ 前項の規定による事業費の支給にあたっては、法第６１条の規定を準用する。 

（高額医療合算介護予防サービス費相当事業）  

第１３条 市長は、指定事業者による事業の利用により生じた利用者負担額及び医療保険の自己

負担額を合算した額が著しく高額であるときは、法第６１条の２に規定する高額医療合算介護

予防サービス費に相当する額を支給することができる。  

２ 前項の規定による事業費の支給にあたっては、法第６１条の２の規定を準用する。 

（指定事業者の指定） 

第１４条 市長は、別に定める基準に従って適正に指定サービスを行うことができると認められ

る者（法人に限る。）を指定事業者として指定する。 

（指定の有効期間） 

第１５条 省令第１４０条の６３の７の規定に基づき定める指定事業者の指定有効期間は６年と

し、指定事業者の指定は、６年ごとにその更新を受けなければ、その期間の経過によって、そ

の効力を失う。 

（変更等の届出） 

第１６条 指定事業者は、次に掲げる事項に変更があったときは、変更後１０日以内に市長に届

け出なければならない。 

(1) 事業所の名称及び所在地 

(2) 指定事業者の名称及び主たる事務所の所在地並びにその代表者の氏名、住所及び職名 

(3) 指定事業者の登記事項証明書又は条例等 

(4) 事業所の平面図及び設備 

(5) 事業所の管理者の氏名及び住所 

(6) サービス提供責任者又は訪問事業者責任者の氏名及び住所（第１号訪問事業の指定事業

所に限る。） 

(7) 運営規程 

２ 指定事業者は、事業を廃止又は休止しようとするときは、その廃止又は休止の１か月前まで

に市長に届け出なければならない。 

３ 指定事業者は、休止した事業を再開したときは、再開後１０日以内に市長に届け出なければ

ならない。 

（指定サービスの基準） 

第１７条 指定事業者は、指定サービスを実施するにあたっては、市長が別に定める基準に従い

事業を行わなければならない。 

（事業運営における暴力団員等の排除） 

第１８条 総合事業においては、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法



律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員及び東大阪市暴力団排除条例（平成２４年東大

阪市条例第２号）第２条第３号に規定する暴力団密接関係者をその運営に関与させてはならな

い。 

（文書の提出等） 

第１９条 本市は、第１号事業支給費の支給に関して必要があると認めるときは、当該第１号事

業支給費の支給を受ける者若しくは当該第１号事業支給費の支給に係る第１号事業を担当する

者又はこれらの者であった者に対し、文書その他の物件の提出若しくは提示を求め、若しくは

依頼し、又は当該職員に質問若しくは照会をさせることができる。 

（その他） 

第２０条 この要綱に定めるもののほか、総合事業の実施に関し必要な事項は、福祉部長が別に

定める。  

附 則  

１ この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。  

２ この要綱の施行について必要な準備行為は、この要綱の施行日前においても行うことができ

る。 

３ 第１５条の規定にかかわらず、第１４条の規定による訪問型介護予防サービス及び通所型介

護予防サービスに係る事業者の初回の指定の有効期間は、次の表に掲げるとおりとする。 

事業者の区分 
有効期間 

   始 期 終 期 

平成２７年３月３１日以前に旧介護予防訪問

介護又は旧介護予防通所介護の指定（更新）を

受けた事業者であって、整備法附則第１３条の

規定により法第１１５条の４５の３第１項の

指定事業者とみなされているもの（平成３０年

３月３１日までに指定の効力が失われた者及

び同日が有効期間の満了日となる者を除く。）

平成３０年４月１日

旧介護予防訪問介

護又は旧介護予防

通所介護の直近の

指定（更新）日から

６年を経過する日 

平成２７年４月 1 日以降平成２９年３月３１

日までの間に旧介護予防訪問介護又は旧介護

予防通所介護の指定を受けた事業者であって、

法第１１５条の４５の５に規定する申請を行

ったもの 

平成２９年４月１日

旧介護予防訪問介

護又は旧介護予防

通所介護の指定日

から６年を経過す

る日 

附 則 

この要綱は、平成２９年１０月１日から施行する。 

附 則 



この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成３０年８月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成３０年１０月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成３１年１月１日から施行する。 

附 則 

１ この要綱は、令和元年７月１日から施行する。ただし、第９条、第１１条第２項第１号及び

別表の改正規定は、同年１０月１日から施行する。 

２ 改正後の第９条、第１１条第２項第１号及び別表の規定は、前項ただし書に規定する日以後

の利用に係る指定サービス等に要する費用の額及び支給限度額並びに訪問型助け合いサービス

の負担額（以下「費用の額等」という。）から適用し、同日前の利用に係る費用の額等について

は、なお従前の例による。 

３ この要綱の施行について必要な準備行為は、この要綱の施行日前においても行うことができ

る。 

附 則

１ この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

２ この要綱の施行前の規定については、なお従前の例による。 

３ この要綱の施行について必要な準備行為は、この要綱の施行日前においても行うことができ

る。 

附 則

１ この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

２ この要綱の施行前の規定については、なお従前の例による。 

附 則

この要綱は、令和４年１０月１日から施行する。 

附 則

この要綱は、令和５年１０月１日から施行する。 

附 則

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 



別表（第７条第１項関係） 

事業構成 対象者 利用頻度 単位数 

訪問型 

介護予防 

サービス 

イ  訪問型介護予防サービス費１１ 要支援１・２

事業対象者 

週 １ 回 程

度の利用 

１月につき １，１７６単位 

訪問型介護予防サービス費１１ 

日割 

１日につき ３９単位 

ロ  訪問型介護予防サービス費１２ 要支援１・２ 

事業対象者 

週 ２ 回 程

度の利用 

１月につき ２，３４９単位 

訪問型介護予防サービス費１２ 

日割 

１日につき ７７単位 

ハ  訪問型介護予防サービス費１３ 要支援２  

事業対象者 

週 ２ 回 を

超 え る 程

度の利用 

１月につき ３，７２７単位 

訪問型介護予防サービス費１３ 

日割 

１日につき １２３単位 

ニ  訪問型介護予防サービス費２１ 要支援１・２ 

事業対象者 

標 準 的 な

内 容 の 指

定 相 当 訪

問 型 サ ー

ビ ス で あ

る場合 

１回につき ２８７単位 

ホ  訪問型介護予防短時間サービス

費  

要支援１・２

事業対象者  

短 時 間 の

身 体 介 護

が 中 心 で

ある場合 

１回につき １６３単位 

ヘ  初回加算  要支援１・２

 事業対象者

  １月につき ２００単位 

ト 生活機能向上連携加算

生活機能向上連携加算Ⅰ 要支援１・２ 

事業対象者 

１月につき １００単位

生活機能向上連携加算Ⅱ 要支援１・２ 

事業対象者 

 １月につき ２００単位

チ 訪問型介護予防口腔連携強化加

算 

要支援１・２ 

事業対象者 

 １回につき ５０単位



リ  介護職員処遇改善加算  

介護職員処遇改善加算Ⅰ  要支援１・２ 

事業対象者 

 １月につき 所定単位の１３

７/１０００ 

介護職員処遇改善加算Ⅱ  要支援１・２ 

事業対象者 

 １月につき 所定単位の１０

０/１０００ 

介護職員処遇改善加算Ⅲ  要支援１・２ 

事業対象者 

 １月につき 所定単位の５５/

１０００ 

ヌ 介護職員等特定処遇改善加算 

介護職員等特定処遇改善加算Ⅰ 要支援１・２ 

事業対象者 

 １月につき 所定単位の６３/

１０００ 

介護職員等特定処遇改善加算Ⅱ 要支援１・２ 

事業対象者 

 １月につき 所定単位の４２/

１０００ 

ル 

介護職員等ベースアップ等支援

加算 

要支援１・２

事業対象者 

 １月につき 所定単位の２４/

１０００ 

（備考） 

訪問型介護予防サービスの費用の算定にあたっては、別段の定めがあるものを除き、省令第１４０条の６３

の２第１項第１号に規定する厚生労働大臣が定める基準（令和３年厚生労働省告示第７２号。令和６年３月

１５日一部改正。）及び同基準の制定に伴う実施上の留意事項について（令和３年３月１９日老認発０３１

９第３号）に準ずるものとする。この場合において「訪問型サービス」とあるのは「訪問型介護予防サービ

ス」と読み替えるものとし、「訪問介護員等（介護保険法施行規則等の一部を改正する省令（平成 27年厚生

労働省令第４号）第５条の規定による改正前の指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに

指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準（平成 18年厚生労働省令

第 35号。以下「旧指定介護予防サービス基準」という。）第５条第１項に規定する訪問介護員等に相当する

者をいう。」とあるのは「訪問介護員等（東大阪市訪問型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準

を定める要綱（以下「東大阪市訪問型サービス基準」という。）第５条第１項に規定する訪問介護員等をい

う。）」と読み替えるものとし、「訪問型サービス計画（旧指定介護予防サービス基準第３９条第２号に規定

する介護予防訪問介護計画に相当するもの」とあるのは「訪問型介護予防サービス計画（東大阪市訪問型サ

ービス基準第４０条第２号に規定する訪問型介護予防サービス計画」と読み替えるものとし、「サービス提

供責任者（旧指定介護予防サービス基準第５条第２項に規定するサービス提供責任者に相当するもの」とあ

るのは「サービス提供責任者（東大阪市訪問型サービス基準第５条第２項に規定するサービス提供責任者」

と読み替えるものとする。 



（注意） 

回数の単位数（ニ、ホ）の使い方 

・訪問型サービスの類型を組み合わせて併用した場合に使用し、１月の上限額は、１月に計画した当初の利

用頻度（以下「計画上の頻度」という。）に応じた訪問型介護予防サービスの包括単位数とする。この場合に

算定する単位数は、当該サービスの実際の利用回数に応じ規定している単位数とする。 

・契約の変更を伴わない入院等があることにより、該当月の計画上の頻度から実際の利用回数が少なくなる

場合に使用する。なお、１月の上限額は計画上の頻度に応じた訪問型介護予防サービスの包括単位数とする。

訪問型 

生活援助 

サービス 

イ  訪問型生活援助サービス費Ⅰ  要支援１・２

事業対象者 

週 １ 回 程

度の利用 

１回につき ２１５単位 

ロ  訪問型生活援助サービス費Ⅱ  要支援１・２

事業対象者 

週 ２ 回 程

度の利用 

１回につき ２１５単位 

ハ  訪問型生活援助サービス費Ⅲ  要支援２  

事業対象者 

週 ２ 回 を

超 え る 程

度の利用 

１回につき ２１５単位 

ニ  初回加算  要支援１・２

事業対象者 

  １月につき ２００単位 

ホ  介護職員処遇改善加算  

訪問型生活援助サービス費 

介護職員処遇改善加算Ⅰ  

要支援１・２

事業対象者 

 1 回につき ２９単位

訪問型生活援助サービス費 

介護職員処遇改善加算Ⅱ  

要支援１・２ 

事業対象者 

 1 回につき ２２単位

訪問型生活援助サービス費 

介護職員処遇改善加算Ⅲ  

要支援１・２ 

事業対象者 

 1 回につき １２単位

初回加算 

介護職員処遇改善加算Ⅰ 

要支援１・２ 

事業対象者 

 1 月につき ２７単位

初回加算 

介護職員処遇改善加算Ⅱ 

要支援１・２ 

事業対象者 

 1 月につき ２０単位

初回加算 

介護職員処遇改善加算Ⅲ 

要支援１・２ 

事業対象者 

 1 月につき １１単位

ヘ  介護職員等ベースアップ等支援加算 

訪問型生活援助サービス 

介護職員等ベースアップ等支援

加算 

要支援１・２

事業対象者 

 １回につき ５単位



初回加算 

介護職員等ベースアップ等支援

加算 

要支援１・２

事業対象者 

 １月につき ５単位

（備考） 

ニ、ホ及びヘについては、省令第１４０条の６３の２第１項第１号に規定する厚生労働大臣が定める基準（令

和３年厚生労働省告示第７２号。令和６年３月１５日一部改正。）及び同基準の制定に伴う実施上の留意事

項について（令和３年３月１９日老認発０３１９第３号）に準ずるものとする。この場合において「訪問型

サービス」とあるのは「訪問型生活援助サービス」と読み替えるものとし、「訪問型サービス計画（旧指定介

護予防サービス基準第３９条第２号に規定する介護予防訪問介護計画に相当するもの」とあるのは「訪問型

生活援助サービス計画（東大阪市訪問型サービス基準第４８条に規定する訪問型生活援助サービス計画」と

読み替えるものとし、「サービス提供責任者（旧指定介護予防サービス基準第５条第２項に規定するサービ

ス提供責任者に相当するもの」とあるのは「訪問事業責任者（東大阪市訪問型サービス基準第４３条第２号

に規定する訪問事業責任者」と読み替えるものとする。 

・ホ及びヘについては、支給限度額の対象外の算定項目とする。 

（注意） 

・訪問型介護予防サービスと訪問型生活援助サービスを併用した場合、１月の上限額は、１月の計画上の頻

度に応じた訪問型介護予防サービスの包括単位数とする。 

通所型 

介護予防 

サービス 

イ  

(1) 

通所型介護予防サービス費１１ 要支援１ 

事業対象者 

週 １ 回 程

度の利用 

１月につき １，７９８単位 

通所型介護予防サービス費１１ 

日割  

１日につき ５９単位 

イ 

(2-1) 

通所型介護予防サービス費１２ 要支援２  

事業対象者 

週 １ 回 程

度の利用 

１月につき １，７９８単位

通所型介護予防サービス費１２

日割 

１日につき ５９単位

イ 

(2-2) 

通所型介護予防サービス費１３ 要支援２  

事業対象者 

週 ２ 回 以

上の利用 

１月につき ３，６２１単位

通所型介護予防サービス費１３ 

日割 

１日につき １１９単位 

イ 

(3) 

通所型介護予防サービス費２１ 要支援１ 

事業対象者 

１ 月 の 中

で 全 部 で

４回まで 

１回につき ４３６単位 

イ 

(4-1) 

通所型介護予防サービス費２２ 要支援２  

事業対象者 

１ 月 の 中

で 全 部 で

４回まで 

１回につき ４３６単位



イ 

(4-2) 

通所型介護予防サービス費２３ 要支援２  

事業対象者 

１ 月 の 中

で 全 部 で

８回まで 

１回につき ４４７単位 

ロ 生活機能向上グループ活動加算 要支援１・２

事業対象者 

  １月につき １００単位 

ハ 若年性認知症利用者受入加算 要支援１・２ １月につき ２４０単位 

ニ 栄養アセスメント加算 要支援１・２

事業対象者

１月につき ５０単位 

ホ 栄養改善加算  要支援１・２

事業対象者 

  １月につき ２００単位 

ヘ 口腔機能向上加算 

口腔機能向上加算 Ⅰ 要支援１・２

事業対象者 

  １月につき １５０単位 

口腔機能向上加算 Ⅱ 要支援１・２

事業対象者 

  １月につき １６０単位 

ト 一体的サービス提供加算 要支援１・２

事業対象者 

  １月につき ４８０単位 

チ サービス提供体制強化加算  

サービス提供体制強化加算Ⅰ１ 要支援１ 

事業対象者 

週 １ 回 程

度の利用 

１月につき ８８単位 

サービス提供体制強化加算Ⅰ/２

２ 

要支援２  

事業対象者 

週 １ 回 程

度の利用 

１月につき ８８単位

サービス提供体制強化加算Ⅰ２ 要支援２  

事業対象者 

週 ２ 回 以

上の利用 

１月につき １７６単位 

サービス提供体制強化加算Ⅱ１ 要支援１ 

事業対象者 

週 １ 回 程

度の利用 

１月につき ７２単位 

サービス提供体制強化加算Ⅱ/２

２ 

要支援２  

事業対象者 

週 １ 回 程

度の利用 

１月につき ７２単位

サービス提供体制強化加算Ⅱ２ 要支援２  

事業対象者 

週 ２ 回 以

上の利用 

１月につき １４４単位 

サービス提供体制強化加算Ⅲ１ 要支援１ 

事業対象者 

週 １ 回 程

度の利用 

１月につき ２４単位 



サービス提供体制強化加算Ⅲ/２

２ 

要支援２  

事業対象者 

週１回程

度の利用 

１月につき ２４単位

サービス提供体制強化加算Ⅲ２ 要支援２  

事業対象者 

週２回以

上の利用 

１月につき ４８単位

リ 生活機能向上連携加算 

生活機能向上連携加算Ⅰ 要支援１・２

事業対象者 

３月に１

回を限度 

１月につき １００単位

生活機能向上連携加算Ⅱ 要支援１・２

事業対象者 

 １月につき ２００単位

ヌ 口腔・栄養スクリーニング加算    

口腔・栄養スクリーニング加算Ⅰ

要支援１・２

事業対象者

６月に１

回を限度 

１回につき ２０単位

口腔・栄養スクリーニング加算Ⅱ

要支援１・２

事業対象者

６月に１

回を限度 

１回につき ５単位

ル 科学的介護推進体制加算 要支援１・２

事業対象者

１月につき ４０単位

ヲ 介護職員処遇改善加算     

介護職員処遇改善加算Ⅰ 要支援１・２

事業対象者 

 １月につき 所定単位の５９/

１０００ 

介護職員処遇改善加算Ⅱ  要支援１・２

事業対象者 

 １月につき 所定単位の４３/

１０００ 

介護職員処遇改善加算Ⅲ  要支援１・２

事業対象者 

 １月につき 所定単位の２３/

１０００ 

ワ  介護職員等特定処遇改善加算 

介護職員等特定処遇改善加算Ⅰ 要支援１・２

事業対象者 

 １月につき 所定単位の１２/

１０００ 

介護職員等特定処遇改善加算Ⅱ 要支援１・２

事業対象者 

 １月につき 所定単位の１０/

１０００ 

カ 

介護職員等ベースアップ等支援

加算 

要支援１・２

事業対象者 

 １月につき 所定単位の１１/

１０００ 



（備考） 

通所型介護予防サービスの費用の算定にあたっては、別段の定めがあるものを除き、省令第１４０条の６３

の２第１項第１号に規定する厚生労働大臣が定める基準（令和３年厚生労働省告示第７２号。令和６年３月

１５日一部改正。）及び同基準の制定に伴う実施上の留意事項について（令和３年３月１９日老認発０３１

９第３号）に準ずるものとする。この場合において「通所型サービス」とあるのは「通所型介護予防サービ

ス」と読み替えるものとし、「旧指定介護予防サービス基準第９７条」とあるのは「東大阪市通所型サービ

スの事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める要綱（以下「東大阪市通所型サービス基準」とい

う。）第５条」と読み替えるものとし、「通所型サービス計画（旧指定介護予防サービス基準第１０９条第

２号に規定する介護予防通所介護計画に相当するものをいう。」とあるのは「通所型介護予防サービス計画

（東大阪市通所型サービス基準第３９条第２号に規定する通所型介護予防サービス計画をいう。」と読み替

えるものとする。 

（注意） 

回数の単位数（イ(3)及び(4)）の使い方  

・通所型サービスの類型を組み合わせて併用した場合に使用し、１月の上限額は、１月の計画上の頻度に応

じた通所型介護予防サービスの包括単位数とする。この場合に算定する単位数は、当該サービスの実際の利

用回数に応じ規定している単位数とする。 

・契約の変更を伴わない入院等があることにより、該当月の計画上の頻度から実際の利用回数が少なくなる

場合に使用する。なお、１月の上限額は、１月の計画上の頻度に応じた通所型介護予防サービスの包括単位

数とする。 

通所型 

短時間 

サービス 

イ  通所型短時間サービス費Ⅰ  要支援１ 

事業対象者 

送迎あり １月につき １，４３８単位 

通所型短時間サービス費Ⅰ 日割 １日につき ４７単位 

通所型短時間サービス費Ⅰ  要支援１ 

事業対象者 

送迎なし １月につき １，０６２単位 

通所型短時間サービス費Ⅰ日割 １日につき ３５単位 

ロ  通所型短時間サービス費Ⅱ－１ 要支援２  

事業対象者 

送迎あり 

週１回程

度の利用 

１月につき １，４３８単位 

通所型短時間サービス費Ⅱ－１ 

日割 

１日につき ４７単位 

通所型短時間サービス費Ⅱ－１ 要支援２  

事業対象者 

送迎なし 

週１回程

度の利用 

１月につき １，０６２単位 

通所型短時間サービス費Ⅱ－１ 

日割 

１日につき ３５単位 

通所型短時間サービス費Ⅱ－２ 要支援２  

事業対象者 

送迎あり 

週２回以

上の利用 

１日につき ２，８９７単位

通所型短時間サービス費Ⅱ－２ 

日割 

１日につき ９５単位 



通所型短時間サービス費Ⅱ－２ 要支援２  

事業対象者 

送迎なし 

週２回以

上の利用 

１月につき ２，１４５単位 

通所型短時間サービス費Ⅱ－２ 

日割 

１日につき ７１単位 

ハ  通所型短時間サービス費Ⅲ  要支援１・２

事業対象者 

送迎あり 

（１月の

中で全部

で４回ま

で） 

１回につき ３４９単位 

通所型短時間サービス費Ⅲ  要支援１・２

事業対象者 

送迎なし

（１月の

中で全部

で４回ま

で）  

１回につき ２５５単位 

ニ  通所型短時間サービス費Ⅳ  要支援２  

事業対象者 

送迎あり 

（１月の

中で全部

で８回ま

で） 

１回につき ３５８単位 

通所型短時間サービス費Ⅳ  要支援２  

事業対象者 

送迎なし

（１月の

中で全部

で８回ま

で）  

１回につき ２６４単位 

ホ 介護職員処遇改善加算 

通所型短時間サービス費Ⅰ 

介護職員処遇改善加算Ⅰ  

要支援１ 

事業対象者 

送迎あり １月につき ８５単位

通所型短時間サービス費Ⅰ 

介護職員処遇改善加算Ⅱ 

要支援１ 

事業対象者 

送迎あり １月につき ６２単位

通所型短時間サービス費Ⅰ 

介護職員処遇改善加算Ⅲ 

要支援１ 

事業対象者 

送迎あり １月につき ３３単位

通所型短時間サービス費Ⅰ 

介護職員処遇改善加算Ⅰ  

要支援１ 

事業対象者 

送迎なし １月につき ６３単位



通所型短時間サービス費Ⅰ 

介護職員処遇改善加算Ⅱ 

要支援１ 

事業対象者 

送迎なし １月につき ４６単位

通所型短時間サービス費Ⅰ 

介護職員処遇改善加算Ⅲ 

要支援１ 

事業対象者 

送迎なし １月につき ２４単位

通所型短時間サービス費Ⅱ－１ 

介護職員処遇改善加算Ⅰ 

要支援２  

事業対象者 

送迎あり 

週１回程

度の利用 

１月につき ８５単位

通所型短時間サービス費Ⅱ－１ 

介護職員処遇改善加算Ⅱ 

要支援２  

事業対象者 

送迎あり 

週１回程

度の利用 

１月につき ６２単位

通所型短時間サービス費Ⅱ－１ 

介護職員処遇改善加算Ⅲ 

要支援２  

事業対象者 

送迎あり 

週１回程

度の利用 

１月につき ３３単位

通所型短時間サービス費Ⅱ－１ 

介護職員処遇改善加算Ⅰ 

要支援２  

事業対象者 

送迎なし 

週１回程

度の利用 

１月につき ６３単位

通所型短時間サービス費Ⅱ－１ 

介護職員処遇改善加算Ⅱ 

要支援２  

事業対象者 

送迎なし 

週１回程

度の利用 

１月につき ４６単位

通所型短時間サービス費Ⅱ－１ 

介護職員処遇改善加算Ⅲ 

要支援２  

事業対象者 

送迎なし 

週１回程

度の利用 

１月につき ２４単位

通所型短時間サービス費Ⅱ－２ 

介護職員処遇改善加算Ⅰ 

要支援２  

事業対象者 

送迎あり 

週２回以

上の利用 

１月につき １７１単位

通所型短時間サービス費Ⅱ－２ 

介護職員処遇改善加算Ⅱ 

要支援２  

事業対象者 

送迎あり 

週２回以

上の利用 

１月につき １２５単位

通所型短時間サービス費Ⅱ－２ 

介護職員処遇改善加算Ⅲ 

要支援２  

事業対象者 

送迎あり 

週２回以

上の利用 

１月につき ６７単位

通所型短時間サービス費Ⅱ－２ 

介護職員処遇改善加算Ⅰ 

要支援２ 

事業対象者 

送迎なし 

週２回以

上の利用 

１月につき １２７単位



通所型短時間サービス費Ⅱ－２ 

介護職員処遇改善加算Ⅱ 

要支援２ 

事業対象者 

送迎なし 

週２回以

上の利用 

１月につき ９２単位

通所型短時間サービス費Ⅱ－２ 

介護職員処遇改善加算Ⅲ 

要支援２ 

事業対象者 

送迎なし 

週２回以

上の利用 

１月につき ４９単位

通所型短時間サービス費Ⅲ 

介護職員処遇改善加算Ⅰ 

要支援１・２

事業対象者 

送迎あり １回につき ２１単位

通所型短時間サービス費Ⅲ 

介護職員処遇改善加算Ⅱ 

要支援１・２

事業対象者 

送迎あり １回につき １５単位

通所型短時間サービス費Ⅲ 

介護職員処遇改善加算Ⅲ 

要支援１・２

事業対象者 

送迎あり １回につき ８単位

通所型短時間サービス費Ⅲ 

介護職員処遇改善加算Ⅰ 

要支援１・２

事業対象者 

送迎なし １回につき １５単位

通所型短時間サービス費Ⅲ 

介護職員処遇改善加算Ⅱ 

要支援１・２

事業対象者 

送迎なし １回につき １１単位

通所型短時間サービス費Ⅲ 

介護職員処遇改善加算Ⅲ 

要支援１・２

事業対象者 

送迎なし １回につき ６単位

通所型短時間サービス費Ⅳ 

介護職員処遇改善加算Ⅰ 

要支援２ 

事業対象者 

送迎あり １回につき ２１単位

通所型短時間サービス費Ⅳ 

介護職員処遇改善加算Ⅱ 

要支援２ 

事業対象者 

送迎あり １回につき １５単位

通所型短時間サービス費Ⅳ 

介護職員処遇改善加算Ⅲ 

要支援２ 

事業対象者 

送迎あり １回につき ８単位

通所型短時間サービス費Ⅳ 

介護職員処遇改善加算Ⅰ 

要支援２ 

事業対象者 

送迎なし １回につき １６単位

通所型短時間サービス費Ⅳ 

介護職員処遇改善加算Ⅱ 

要支援２ 

事業対象者 

送迎なし １回につき １１単位

通所型短時間サービス費Ⅳ 

介護職員処遇改善加算Ⅲ 

要支援２ 

事業対象者 

送迎なし １回につき ６単位

ヘ  介護職員等ベースアップ等支援加算 

通所型短時間サービス費Ⅰ 

ベースアップ等支援加算 

要支援１ 

事業対象者 

送迎あり １月につき １６単位



通所型短時間サービス費Ⅰ 

ベースアップ等支援加算 

要支援１ 

事業対象者 

送迎なし １月につき １２単位

通所型短時間サービス費Ⅱ－１ 

ベースアップ等支援加算 

要支援２ 

事業対象者 

送迎あり １月につき １６単位

通所型短時間サービス費Ⅱ－１ 

ベースアップ等支援加算 

要支援２ 

事業対象者 

送迎なし １月につき １２単位

通所型短時間サービス費Ⅱ－２ 

ベースアップ等支援加算 

要支援２ 

事業対象者 

送迎あり １月につき ３２単位

通所型短時間サービス費Ⅱ－２ 

ベースアップ等支援加算 

要支援２ 

事業対象者 

送迎なし １月につき ２４単位

通所型短時間サービス費Ⅲ 

ベースアップ等支援加算 

要支援１・２

事業対象者 

送迎あり １回につき ４単位

通所型短時間サービス費Ⅲ 

ベースアップ等支援加算 

要支援１・２

事業対象者 

送迎なし １回につき ３単位

通所型短時間サービス費Ⅳ 

ベースアップ等支援加算 

要支援２ 

事業対象者 

送迎あり １回につき ４単位

通所型短時間サービス費Ⅳ 

ベースアップ等支援加算 

要支援２ 

事業対象者 

送迎なし １回につき ３単位

（備考） 

・通所型短時間サービスの提供時間は、２時間以上３時間以内とする。 

・ホ及びヘについては、支給限度額の対象外の算定項目とする。なお、算定にあたっては省令第１４０条の

６３の２第１項第１号に規定する厚生労働大臣が定める基準（令和３年厚生労働省告示第７２号。令和６年

３月１５日一部改正。）及び同基準の制定に伴う実施上の留意事項について（令和３年３月１９日老認発０

３１９第３号）に準ずるものとする。この場合において「通所型サービス」とあるのは「通所型短時間サービ

ス」と読み替えるものとする。 

・日割りを実施した月においては介護職員処遇改善加算及び介護職員等ベースアップ等支援加算は算定でき

ないこととする。 

（注意） 

回数の単位数（ハ、ニ）の使い方  

・通所型サービスの類型を組み合わせて併用した場合に使用し、１月の上限額は、１月の計画上の頻度に応

じた通所型介護予防サービスの包括単位数とする。この場合に算定する単位数は、当該サービスの実際の利

用回数に応じ規定している単位数とする。 

・契約の変更を伴わない入院等があることにより、該当月の計画上の頻度から実際の利用回数が少なくなる



場合に使用する。なお、１月の上限額は、１月の計画上の頻度に応じた通所型短時間サービスの包括単位数

とする。介護職員処遇改善加算についてもこれに準ずる。 

介護予防

ケアマネ

ジメント 

イ 介護予防ケアマネジメント     

 介護予防ケアマネジメントＡ 要支援１・２

事業対象者 

１月につき ４４２単位 

介護予防ケアマネジメントＢ 要支援１・２

事業対象者 

１月につき ２１６単位 

介護予防ケアマネジメントＣ 要支援１・２

事業対象者 

継続利用要

介護者 

１月につき ４４２単位 

ロ 初回加算 要支援１・２

事業対象者 

継続利用要

介護者 

１月につき ３００単位 

ハ 委託連携加算 要支援１・２

事業対象者 

１月につき ３００単位 

（備考） 

介護予防ケアマネジメント費の算定あたっては、省令第１４０条の６３の２第１項第１号に規定する厚生労

働大臣が定める基準（令和３年厚生労働省告示第７２号。令和６年３月１５日一部改正）及び同基準の制定

に伴う実施上の留意事項について（令和３年３月１９日老認発０３１９第３号）に準ずるものとする。 

・住所地特例による財政調整においては、１件あたり４４２単位とする。算定にあたっては、住所地特例対

象者の数に４４２単位をかけた金額の支払い及び請求により財政調整を行なうものとする。 


